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１  大田区移動等円滑化促進方針の策定について

1-1 これまでの経緯
大田区は、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（通称バリアフリ

ー法）」の趣旨を踏まえ、多くの人が集まる拠点となる地域での移動等円滑化※を推進す
るため、平成23年度から平成24年度にかけ、「大田区移動等円滑化推進方針 おおた街
なか“すいすい”ビジョン」及び「大田区移動等円滑化推進計画 かまた・おおもり街なか
“すいすい”プラン」を策定しました。また、その推進計画で示した事業を計画的かつ着実
に実施するため、「特定事業計画」も作成しました。
その後、平成27年度には、移動等円滑化をより推進するため、推進方針・推進計画の
中間見直しを行い、それを踏まえ、平成28年度に障がい者総合サポートセンター（さぽー
とぴあ）周辺を対象に、「大田区移動等円滑化推進計画 さぽーとぴあ“すいすい”プラン」
及び「特定事業計画」を策定しました。

※移動等円滑化 ： バリアフリー法において、「高齢者、障害者等の移動又は施設の利
用に係る身体の負担を軽減することにより、その移動上又は施設
の利用上の利便性及び安全性を向上すること」と定義しています。

図　移動等円滑化の推進に関わる方針・計画等の策定経緯

大田区移動等円滑化推進
計画（蒲田駅周辺地区）
かまた街なか“すいすい”
プラン　平成24年3月

蒲田駅周辺地区・
特定事業計画
平成25年3月

大田区移動等円滑化推進
計画（大森駅周辺地区）
おおもり街なか“すいすい
”プラン　平成25年3月

大森駅周辺地区・
特定事業計画
平成26年3月

大田区移動等円滑化推進方針・推進計画
おおた街なか“すいすい”ビジョン・プラン
（中間見直し）　平成28年3月

大田区移動等円滑化推進
計画（さぽーとぴあ周辺地
区）さぽーとぴあ“すいす
い”プラン　平成29年3月

さぽーとぴあ
周辺地区・
特定事業計画
平成29年3月
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平成23年8月
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1-2 移動等円滑化促進方針について
（１）バリアフリー法の改正

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機として、共生社会の実現
を図り、全国におけるバリアフリー化を一層推進するため、バリアフリー法が平成30年５
月に一部改正され、平成30年11月（一部の規定は平成31年４月）に施行されました。

▶改正バリアフリー法の概要
①理念規定／国及び国民の責務
 ・	理念規定を設け、バリアフリーの取り組みの実施にあたり、「共生社会の実現」及び「社
会的障壁の除去」に資すべきことを明確化
 ・	心のバリアフリーの取り組みを推進するため、国及国民の責務に、高齢者、障害者等に
対する支援を明記
②公共交通事業者等によるハード・ソフト一体的な取り組みの推進
 ・	エレベーター、ホームドアの整備等のハード対策に加え、駅員による旅客の介助や職
員研修等のソフト対策のメニューを国土交通大臣が新たに提示
 ・	公共交通事業者に対し、自らが取り組むハード対策及びソフト対策に関する計画の作
成、取組状況の報告及び公表を義務付け
③バリアフリーのまちづくりに向けた地域における取組強化
 ・	区市町村が、駅、道路、公共施設等の一体的・計画的なバリアフリー化を促進するため、
個別事業の具体化を待たずにあらかじめバリアフリーの方針を定める「移動等円滑
化促進方針（マスタープラン）」を定める制度を創設
④更なる利用しやすさ確保に向けた様々な施策の充実
 ・	従来の路線バス、離島航路等に加え、新たに貸切バス・遊覧船等の導入時におけるバ
リアフリー基準適合を義務化

（２）移動等円滑化促進方針とは
移動等円滑化促進方針とは、鉄道駅を中心とした地区や、高齢者、障害者等が利用す

る施設が集まった地区を、「移動等円滑化促進地区」に指定し、当該地区の面的・一体的
なバリアフリー化の方針を示すものです。
これにより、当該地区のバリアフリー化の考え方を広く共有し、その実現に向け、具体の
事業計画である「バリアフリー基本構想」（大田区では、「移動等円滑化推進計画」とい
う。）の作成に繋げていくことをねらいとしています。
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図　バリアフリー改正の概要（出典：国土交通省）
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図 バリアフリー改正の概要（出典：国土交通省） 
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1-3 大田区移動等円滑化促進方針策定の目的等
（１）背景

○大田区移動等円滑化推進計画の目標年次が令和２年度
大田区では、蒲田駅周辺地区、大森駅周辺地区、さぽーとぴあ周辺地区の3地区にお

いて「大田区移動等円滑化推進計画」を策定し、バリアフリー化の取り組みを進めてき
ました。その目標年次が令和２年度となっており、これまでの取り組みを検証し、今後の取
り組みを検討する必要があります。

○社会状況の変化等を踏まえた更なるバリアフリー化の推進
大田区は、高齢者人口、高齢化率ともに上昇傾向にあります。高齢化の進展等により
施設やそこまでの経路のバリアフリー化が今後もさらに広く求められます。
また、平成28年4月に施行された「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

（障害者差別解消法）」では、社会的障壁を取り除くために必要かつ合理的な配慮を行
うことや配慮を行うための環境整備として、バリアフリー化の実施に努めることとされて
います。

○改正バリアフリー法等への対応
東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会とその先を見据えて、バリアフリー化を

より一層推進するため、平成30年５月にバリアフリー法が一部改正されました。
改正バリアフリー法では、バリアフリー化の取り組みにあたっての基本理念として「共
生社会の実現」及び「社会的障壁の除去」が明記されました。また、これまでのバリア
フリー基本構想制度に加えて、区市町村が移動等円滑化促進方針を定める制度が創設
され、鉄道駅を中心とした地区や高齢者、障害者等が利用する施設が集まった地区にお
ける、面的・一体的なバリアフリー化の一層の推進が求められています。

（２）目的
上記の背景を踏まえ、これまでの「大田区移動等円滑化推進方針」及び「大田区移
動等円滑化推進計画」に基づく取り組みを発展させ、大田区全域におけるバリアフリー
の取り組みを推進することを目的に「大田区移動等円滑化促進方針」を策定します。
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（３）大田区移動等円滑化促進方針策定の考え方
大田区移動等円滑化促進方針は、以下に示す考え方で策定します。

1-4 大田区移動等円滑化促進方針の位置づけと計画期間
（１）位置づけ

大田区移動等円滑化促進方針は、バリアフリー法及び国が定めた「移動等円滑化の
促進に関する基本方針」に基づき策定するものです。また、「大田区基本構想」及び「（仮
称）大田区新基本計画」に即すとともに、「大田区ユニバーサルデザインのまちづくり基
本方針」や関連する分野別計画等との整合に留意し策定します。

図　大田区移動等円滑化促進方針の位置づけ

○区独自で策定した「大田区移動等円滑化推進方針」を見直し、改正バリアフリー法に
対応した「大田区移動等円滑化促進方針」として策定します。

○大田区全域を対象とします。

○面的・一体的なバリアフリー化の推進が必要な地区を選定し、移動等円滑化促進地区
として設定します。

○策定後のバリアフリー化の状況を把握するとともに、その評価を行い、必要に応じて見
直すなど、継続的な改善を図ります。

5 

（３）大田区移動等円滑化促進方針策定の考え方  

大田区移動等円滑化促進方針は、以下に示す考え方で策定します。 

 区独自で策定した「大田区移動等円滑化推進方針」を見直し、改正バリア
フリー法に対応した「大田区移動等円滑化促進方針」として策定します。 

 大田区全域を対象とします。 

 面的・一体的なバリアフリー化の推進が必要な地区を選定し、移動等円滑
化促進地区として設定します。 

 策定後のバリアフリー化の状況を把握するとともに、その評価を行い、必
要に応じて見直すなど、継続的な改善を図ります。 

 

 

１-４ 大田区移動等円滑化促進方針の位置づけと計画期間  

（１）位置づけ  

大田区移動等円滑化促進方針は、バリアフリー法及び国が定めた「移動等円滑化の
促進に関する基本方針」に基づき策定するものです。また、「大田区基本構想」及び「（仮
称）大田区新基本計画」に即すとともに、「大田区ユニバーサルデザインのまちづくり
基本方針」や関連する分野別計画等との整合に留意し策定します。 

図 大田区移動等円滑化促進方針の位置づけ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

バリアフリー法 

移動等円滑化の促進 
に関する基本方針 

大田区移動等円滑化 
促進方針 

関連計画 
大田区ユニバーサルデザインの
まちづくり基本方針 
大田区都市計画マスタープラン 
おおた都市づくりビジョン 
大田区公共施設等総合管理計画 
大田区自転車等利用総合基本計画 
おおた高齢者施策推進プラン 
おおた障がい施策推進プラン 
駅周辺のまちづくり計画 など 

連携 
整合 

東京都福祉の 
まちづくり条例 

障害者差別解消法 

大田区基本構想 

（仮称）大田区新基本計画 
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（２）計画期間
大田区移動等円滑化促進方針の計画期間は、概ね10年とします。

1-5 策定体制・スケジュール
（１）策定体制

大田区移動等円滑化推進協議会を中心として、区民と事業者、区が意見を交換しつつ
策定を進めます。

図　策定体制

○大田区移動等円滑化推進協議会：高齢者や障害者等を含む区民、関係事業者、学識経験
者及び区等により構成される組織

○区民部会：検討にあたって、利用者の視点で課題を抽出し、改善策を提案する部会

○事業者部会：施設や道路、心のバリアフリー等に関する課題の解決策を検討する部会

○庁内検討会：区役所内の関係各課で構成し、区役所内の調整を行う組織

大田区移動等円滑化推進協議会

必要に応じて
個別部会設置

庁内検討会
区
民 事業者部会区民部会

連携

参加

参加参加 オブザーバー参加

意見

意見

交換

準備
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（２）策定スケジュール
策定スケジュールは、以下に示すとおりです。

図　策定スケジュール

移動等円滑化推進協議会 区民部会

第 20回（7月26日）
○改定・策定について
○全体スケジュールの確認

第 21回（10月21日）
○区民部会のまとめ
○促進地区の指定

第 22回（12月25日）
○素案の確認・検討

第 23回（2月13日）
○案の承認

第 1回（8月29日）
○蒲田地区事業完了施設
　等の点検
第 2回（9月3日）
○大森地区事業完了施設
　等の点検

第 3回（9月11日）
○点検を踏まえて意見の
　確認

（仮称）大田区移動等円滑化促進方針（素案）

12月27日～ 1月22日
パブリックコメントの実施

大田区移動等円滑化促進方針（案）

大田区移動等円滑化促進方針の策定
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２  移動等円滑化に関する課題の整理

2-1 移動等円滑化の取組状況
大田区では、バリアフリー法に基づく重点整備地区として、蒲田駅周辺地区、大森駅周
辺地区、さぽーとぴあ周辺地区の３地区を指定し、各地区の移動等円滑化推進計画及び
特定事業計画に基づき、バリアフリー化の事業に取り組んできました。
各地区の事業の実施状況は、以下のとおりです。

（１）蒲田駅周辺地区の事業の実施状況

①事業の実施状況
蒲田駅周辺地区では、平成23年度に移動等円滑化推進計画を、平成24年度に特定
事業計画を策定し、令和２年度を事業完了の目標年次として、バリアフリー化の事業を進
めてきました。
平成30年度時点の事業の実施状況は下表に示すとおりです。計画に位置づけた142
事業のうち、完了が97事業、着手済が12事業、継続実施が15事業で、進捗率が87％と
なっています。②　主な実施事業
蒲田駅周辺地区における主な実施事業は、次ページの表に示すとおりです。

表　蒲田駅周辺地区の事業の実施状況（平成30年度時点）

②主な実施事業
蒲田駅周辺地区における主な実施事業は、次ページの表に示すとおりです。
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２．移動等円滑化に関する課題の整理 

２-１ 移動等円滑化の取組状況  

大田区では、バリアフリー法に基づく重点整備地区として、蒲田駅周辺地区、大森
駅周辺地区、さぽーとぴあ周辺地区の３地区を指定し、各地区の移動等円滑化推進計
画及び特定事業計画に基づき、バリアフリー化の事業に取り組んできました。 

各地区の事業の実施状況は、以下のとおりです。 

 

（１）蒲田駅周辺地区の事業の実施状況  

① 事業の実施状況  

蒲田駅周辺地区では、平成 23年度に移動等円滑化推進計画を、平成 24年度に特定
事業計画を策定し、令和２年度を事業完了の目標年次として、バリアフリー化の事業
を進めてきました。 

平成30年度時点の事業の実施状況は下表に示すとおりです。計画に位置づけた142
事業のうち、完了が 97 事業、着手済が 12 事業、継続実施が 15 事業で、進捗率が
87％となっています。 

表 蒲田駅周辺地区の事業の実施状況（平成 30 年度時点） 

区分 
進捗状況 

全事業数 進捗率 
完了 着手済 未実施 継続実施 

公共交通特定事業 10 ― ― 4 14 100％ 

道路特定事業 18 3 6 ― 27 78％ 

交通安全特定事業 ― 9 ― ― 9 100％ 

建築物特定事業 66 ― 11 8 85 87% 

その他の事業 3 ― 1 3 7 86% 

全事業 97 12 18 15 142 87％ 

 

② 主な実施事業  

蒲田駅周辺地区における主な実施事業は、次ページの表に示すとおりです。 
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表　蒲田駅周辺地区の主な実施事業

（２）大森駅周辺地区の事業の実施状況

①事業の実施状況
大森駅周辺地区では、平成24年度に移動等円滑化推進計画を、平成25年度に特定
事業計画を策定し、令和２年度を事業完了の目標年次として、バリアフリー化の事業を進
めてきました。
平成30年度時点の事業の実施状況は次ページの表に示すとおりです。計画に位置づ

けた72事業のうち、完了が47事業、着手済が11事業、継続実施が4事業で、進捗率が
86％となっています。
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表 蒲田駅周辺地区の主な実施事業 

区分 整備対象 事業内容 

公共交通特定事業 鉄道駅  多機能トイレの設置・改善 
 ホームへの内方線付き点状ブロックの設置 

 乗合バス  ノンステップバスの導入 
 バス停の音声案内装置の設置 

道路特定事業 道路  歩道の段差・勾配の改善 
 視覚障害者誘導用ブロックの設置・改善 
 京急蒲田駅駅前広場の新設 

交通安全特定事業 信号機等  音響信号機等の整備 
 違法駐車車両の指導取締り等 

建築物特定事業 区施設  視覚障害者誘導用ブロックの改善 
 エレベーター内の鏡の改善 
 通路への手すりの設置 
 階段手すりへの点字表示の設置 
 小便器の手すりの設置 

 区施設以外の
施設 

 視覚障害者誘導用ブロックの改善・設置 
 出入口前のグレーチングの改善 
 階段段鼻の視認性の改善 
 トイレの杖ホルダーの設置 
 案内板・案内サイン等の改善 

その他の事業 ソフト施策  放置自転車対策 
 看板や商品等の道路上へのはみ出し解消 
 交通事業者における接遇研修の実施 

 

 

（２）大森駅周辺地区の事業の実施状況  

① 事業の実施状況  

大森駅周辺地区では、平成 24年度に移動等円滑化推進計画を、平成 25年度に特定
事業計画を策定し、令和２年度を事業完了の目標年次として、バリアフリー化の事業
を進めてきました。 

平成 30 年度時点の事業の実施状況は次ページの表に示すとおりです。計画に位置
づけた 72事業のうち、完了が 47事業、着手済が 11事業、継続実施が 4事業で、進
捗率が 86％となっています。 
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表　大森駅周辺地区の事業の実施状況（平成30年度時点）

②主な実施事業
大森駅周辺地区における主な実施事業は、下表に示すとおりです。

表　大森駅周辺地区の主な実施事業
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表 大森駅周辺地区の事業の実施状況（平成 30 年度時点） 

区分 
進捗状況 

全事業数 進捗率 
完了 着手済 未実施 継続実施 

公共交通特定事業 5 ― ― ― 5 100％ 

道路特定事業 19 4 ― ― 23 100％ 

交通安全特定事業 ― 7 ― ― 7 100％ 

建築物特定事業 11 ― 6 ― 17 65％ 

その他の事業 12 ― 4 4 20 80％ 

全事業 47 11 10 4 72 86％ 

 

② 主な実施事業  

大森駅周辺地区における主な実施事業は、下表に示すとおりです。 

表 大森駅周辺地区の主な実施事業 

区分 整備対象 事業内容 

公共交通特定事業 鉄道駅  ホームへの内方線付き点状ブロックの設置 

道路特定事業 道路  歩道の段差・勾配の改善 
 視覚障害者誘導用ブロックの設置・改善 
 歩行空間の平坦性の確保 

交通安全特定事業 信号機等  音響信号機等の整備 
 違法駐車車両の指導取締り等 

建築物特定事業 区施設  トイレへのベビーベッドの設置 
 洋式トイレの整備 
 案内サインの改善 

 区施設以外の
施設 

 出入口の改善 
 トイレへの手すりの設置 
 案内サインの改善 

その他の事業 ソフト施策  放置自転車対策 
 看板や商品等の道路上へのはみ出し解消 
 交通事業者における接遇研修の実施 

 バス案内所  出入口へのスロープの設置 
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表 大森駅周辺地区の事業の実施状況（平成 30 年度時点） 

区分 
進捗状況 

全事業数 進捗率 
完了 着手済 未実施 継続実施 

公共交通特定事業 5 ― ― ― 5 100％ 

道路特定事業 19 4 ― ― 23 100％ 

交通安全特定事業 ― 7 ― ― 7 100％ 

建築物特定事業 11 ― 6 ― 17 65％ 

その他の事業 12 ― 4 4 20 80％ 

全事業 47 11 10 4 72 86％ 

 

② 主な実施事業  

大森駅周辺地区における主な実施事業は、下表に示すとおりです。 

表 大森駅周辺地区の主な実施事業 

区分 整備対象 事業内容 

公共交通特定事業 鉄道駅  ホームへの内方線付き点状ブロックの設置 

道路特定事業 道路  歩道の段差・勾配の改善 
 視覚障害者誘導用ブロックの設置・改善 
 歩行空間の平坦性の確保 

交通安全特定事業 信号機等  音響信号機等の整備 
 違法駐車車両の指導取締り等 

建築物特定事業 区施設  トイレへのベビーベッドの設置 
 洋式トイレの整備 
 案内サインの改善 

 区施設以外の
施設 

 出入口の改善 
 トイレへの手すりの設置 
 案内サインの改善 

その他の事業 ソフト施策  放置自転車対策 
 看板や商品等の道路上へのはみ出し解消 
 交通事業者における接遇研修の実施 

 バス案内所  出入口へのスロープの設置 
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（３）さぽーとぴあ周辺地区の事業の実施状況

①事業の実施状況
さぽーとぴあ周辺地区では、平成28年度に移動等円滑化推進計画及び特定事業計画を
策定し、令和２年度を事業完了の目標年次として、バリアフリー化の事業を進めてきました。
平成30年度時点の事業の実施状況は下表に示すとおりです。計画に位置づけた17事
業のうち、完了が7事業、着手済が6事業、継続実施が2事業で、進捗率が88％となって
います。

表　さぽーとぴあ周辺地区の事業の実施状況（平成30年度時点）

②主な実施事業
さぽーとぴあ周辺地区における主な実施事業は、下表に示すとおりです。

表　さぽーとぴあ周辺地区の主な実施事業
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（３）さぽーとぴあ周辺地区の事業の実施状況  

① 事業の実施状況  

さぽーとぴあ周辺地区では、平成 28 年度に移動等円滑化推進計画及び特定事業計
画を策定し、令和２年度を事業完了の目標年次として、バリアフリー化の事業を進め
てきました。 

平成 30年度時点の事業の実施状況は下表に示すとおりです。計画に位置づけた 17
事業のうち、完了が 7 事業、着手済が 6 事業、継続実施が 2 事業で、進捗率が 88％
となっています。 

表 さぽーとぴあ周辺地区の事業の実施状況（平成 30 年度時点） 

区分 
進捗状況 

全事業数 進捗率 
完了 着手済 未実施 継続実施 

道路特定事業 4 1 2 ― 7 71％ 

交通安全特定事業 ― 4 ― ― 4 100％ 

建築物特定事業 3 1 ― ― 4 100％ 

その他の事業 ― ― ― 2 2 100％ 

全事業 7 6 2 2 17 88％ 

 

② 主な実施事業  

さぽーとぴあ周辺地区における主な実施事業は、下表に示すとおりです。 

表 さぽーとぴあ周辺地区の主な実施事業 

区分 整備対象 事業内容 

道路特定事業 道路  歩道の段差・勾配の改善 
 視覚障害者誘導用ブロックの設置・改善 
 歩行空間の平坦性の確保 

交通安全特定事業 信号機等  音響信号機等の整備 
 違法駐車車両の指導取締り等 

建築物特定事業 区施設  オストメイト対応トイレの設置 

 区施設以外の
施設 

 案内サインの改善 
 受付への筆談対応表示の設置 

その他の事業 ソフト施策  看板や商品等の道路上へのはみ出し解消 
 交通事業者における接遇研修の実施 
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（３）さぽーとぴあ周辺地区の事業の実施状況  

① 事業の実施状況  

さぽーとぴあ周辺地区では、平成 28 年度に移動等円滑化推進計画及び特定事業計
画を策定し、令和２年度を事業完了の目標年次として、バリアフリー化の事業を進め
てきました。 

平成 30年度時点の事業の実施状況は下表に示すとおりです。計画に位置づけた 17
事業のうち、完了が 7 事業、着手済が 6 事業、継続実施が 2 事業で、進捗率が 88％
となっています。 

表 さぽーとぴあ周辺地区の事業の実施状況（平成 30 年度時点） 

区分 
進捗状況 

全事業数 進捗率 
完了 着手済 未実施 継続実施 

道路特定事業 4 1 2 ― 7 71％ 

交通安全特定事業 ― 4 ― ― 4 100％ 

建築物特定事業 3 1 ― ― 4 100％ 

その他の事業 ― ― ― 2 2 100％ 

全事業 7 6 2 2 17 88％ 

 

② 主な実施事業  

さぽーとぴあ周辺地区における主な実施事業は、下表に示すとおりです。 

表 さぽーとぴあ周辺地区の主な実施事業 

区分 整備対象 事業内容 

道路特定事業 道路  歩道の段差・勾配の改善 
 視覚障害者誘導用ブロックの設置・改善 
 歩行空間の平坦性の確保 

交通安全特定事業 信号機等  音響信号機等の整備 
 違法駐車車両の指導取締り等 

建築物特定事業 区施設  オストメイト対応トイレの設置 

 区施設以外の
施設 

 案内サインの改善 
 受付への筆談対応表示の設置 

その他の事業 ソフト施策  看板や商品等の道路上へのはみ出し解消 
 交通事業者における接遇研修の実施 

 



２  

移
動
等
円
滑
化
に
関
す
る
課
題
の
整
理

12

2-2 区民意見
移動等円滑化促進方針の策定にあたって、現状の問題やこれまでの取り組みに対する
利用者の評価などを把握するため、区民部会において、団体ヒアリング及びまち歩き点検
を実施しました。その概要と主な意見は、以下のとおりです。

（１）実施概要
団体ヒアリング及びまち歩き点検の実施概要は、下表に示すとおりです。

表　団体ヒアリング及びまち歩き点検の実施概要
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２-２ 区民意見  

移動等円滑化促進方針の策定にあたって、現状の問題やこれまでの取り組みに対す
る利用者の評価などを把握するため、区民部会において、団体ヒアリング及びまち歩
き点検を実施しました。その概要と主な意見は、以下のとおりです。 

 

（１）実施概要  

団体ヒアリング及びまち歩き点検の実施概要は、下表に示すとおりです。 

表 団体ヒアリング及びまち歩き点検の実施概要 

日時 内容 参加者 

8 月 14 日～ 
9 月 11 日 

団体ヒアリング 7 団体（11名） 

8 月 29 日 蒲田駅周辺地区のまち歩き点検 4 団体（10名） 

9 月 3日 大森駅周辺地区のまち歩き点検 5 団体（8名） 

9 月 11 日 区民部会（意見のまとめ） 7 団体（12名） 

 

（２）主な意見  

① 区全体に関する主な意見  

【鉄道のバリアフリーについて】 

 多機能トイレが使用中の場合が多く、使えない。（車椅子使用者） 

 急行の通過駅ほどホームドアを設置してほしい。（視覚障害者） 

【バスのバリアフリーについて】 

 障害理解を進めるため、車内にポスター等の掲示を進めてほしい。（知的障害者） 

 ガードレールのある場所にバスを停めないなど、運転手の教育を徹底する必要が
ある。（肢体障害者・車椅子使用者・視覚障害者） 

【歩道や信号機のバリアフリーについて】 

 歩道が狭くガイドさんと並んでは歩けない。また、一人で歩くときも看板等障害
物が多く、歩きにくい。（視覚障害者） 

 大田区にはエスコートゾーンがほとんどない。（視覚障害者） 

【施設のバリアフリーについて】 

 トイレの流し方がそれぞれ異なっていると、知的障害者は混乱する。（知的障害者） 

 トイレの個室内に危険を知らせる緊急ランプを付けてほしい。（聴覚障害者） 

（２）主な意見

①区全体に関する主な意見
【鉄道のバリアフリーについて】

 ・	多機能トイレが使用中の場合が多く、使えない。（車椅子使用者）
 ・	急行の通過駅ほどホームドアを設置してほしい。（視覚障害者）
【バスのバリアフリーについて】

 ・	障害理解を進めるため、車内にポスター等の掲示を進めてほしい。（知的障害者）
 ・	ガードレールのある場所にバスを停めないなど、運転手の教育を徹底する必要がある。
（肢体障害者・車椅子使用者・視覚障害者）

【歩道や信号機のバリアフリーについて】
 ・	歩道が狭くガイドさんと並んでは歩けない。また、一人で歩くときも看板等障害物が多
く、歩きにくい。（視覚障害者）

 ・	大田区にはエスコートゾーンがほとんどない。（視覚障害者）
【施設のバリアフリーについて】

 ・	トイレの流し方がそれぞれ異なっていると、知的障害者は混乱する。（知的障害者）
 ・	トイレの個室内に危険を知らせる緊急ランプを付けてほしい。（聴覚障害者）
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【心のバリアフリーについて】
 ・	障害の理解は少しずつ進んできているが、子どもの理解だけでなく、親の理解も進めて
ほしい。（知的障害者・精神障害者・車椅子使用者）

②蒲田駅周辺地区に関する主な意見
 ・	東口の駅前広場改修の際に、雨の日の移動が大変なので、駅から連続してバス停やタ
クシー乗り場に屋根を設置してほしい。（知的障害者・車椅子使用者）

 ・	環八通り区役所入口交差点は勾配がきつく、手動車椅子では困難。（車椅子使用者）

③大森駅周辺地区に関する主な意見
 ・	大森駅西口は目的のバス停がどこにあるのか分かりにくい。（聴覚障害者）
 ・	歩道に視覚障害者誘導用ブロックが少なく一人では歩けない。（視覚障害者）

2-3 主な課題
これまでの取組状況や区民意見を踏まえ、大田区の移動等円滑化に向けた主な課題
を整理します。

○鉄道駅では、エレベーターや多機能トイレの設置など、バリアフリー化が進みましたが、ホ
ームドアの設置、利用しやすいトイレの整備、複数の出入口へのバリアフリー経路の確保な
ど、更なるバリアフリー化の水準向上が必要です。

○バスについては、ノンステップバスの導入が進み利用しやすくなりましたが、乗務員の接遇・
介助の水準向上が必要です。

○道路については、蒲田駅周辺地区、大森駅周辺地区、さぽーとぴあ周辺地区の３地区を中
心に歩行空間のバリアフリー化が進みましたが、更なるバリアフリーの歩行空間ネットワー
クの充実・拡大が必要です。

○施設については、施設出入口までのアクセシビリティの確保は進みましたが、トイレをはじ
めとする施設内の設備について、高齢者・障害者等のニーズに合った使い勝手の向上が必
要です。

○災害時に避難所となる小・中学校までの経路及び避難所として利用される学校施設内の
バリアフリー化が必要です。

○個々の施設等のバリアフリー化だけでなく、公共交通機関、道路、施設等の連続的なバリア
フリー化を推進するため、重点整備地区や対象施設・経路等の拡充が必要です。

○障害への理解は以前より進んできてますが、精神障害者など外見から分からない障害への
理解が進んでいないため、心のバリアフリーの普及・啓発が必要です。
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３  区全体の移動等円滑化の方針

大田区のこれまでの取り組みや課題等を踏まえ、移動等円滑化の目標と、それを実現
するための基本的な方針を示します。

3-1 移動等円滑化の目標

●「移動しやすいみち、使いやすい施設でみたされる街　おおた」の実現を目指し
ます

大田区のこれまでの移動等円滑化推進方針・推進計画等に基づく取り組みを発展させ、
大田区全域を対象にバリアフリーの取り組みを推進し、「移動しやすいみち、使いやすい
施設でみたされる街　おおた」の実現を目指します。

3-2 基本方針
（１）移動等円滑化の取り組みを着実に推進するために

●地区指定により計画的に移動等円滑化を推進します

大田区が平成23年3月に策定した「大田区ユニバーサルデザインのまちづくり基本
方針」では、具体的な取り組みの一つとして、「多くの人が集まる拠点（場所・施設）のユ
ニバーサルデザインの推進」を位置づけています。
また、バリアフリー法では、施設が集積する地区において重点的・一体的な移動等円滑
化を推進するため、移動等円滑化促進方針及び基本構想の作成とそれに基づく事業実
施の仕組みを設けています。
これらを踏まえ、大田区は多くの人が集まる拠点となる地域をバリアフリー法に基づく

「移動等円滑化促進地区」または「重点整備地区」に指定し、当該地区の移動等円滑
化を計画的に推進します。

●指定した地区以外でも施設の改修等の機会を捉えて着実に整備を実施します

移動等円滑化促進地区や重点整備地区において位置づけられた施設や経路以外でも、
施設の改修、道路改良工事などの機会を捉え、着実に整備を実施します。
その際は、これまでの移動等円滑化推進計画に基づき実施された施設や経路の取り
組みを参考とし、ユニバーサルデザインの考え方に基づく移動等円滑化を図ることで、良
質な都市空間の形成を目指します。 
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●地区内の取り組みを契機として、区全域へユニバーサルデザインの環境を広げて
いきます

移動等円滑化促進地区や重点整備地区においては、本方針や移動等円滑化推進計画
に基づく取り組みに加え、「大田区ユニバーサルデザインのまちづくり基本方針」に示し
た各種取り組み（アクションプラン）を実践していきます。
これらの地区で実際に人の行動や気持ち、まちの環境及び社会のしくみに潜む様々な
まちの課題解決に取り組むことを契機として、充実したユニバーサルデザインの環境を区
全域へと広げていきます。

（２）より良い整備を実施するために

●利用者の視点に立った整備を図ります

移動等円滑化のための取り組みは、バリアフリー法等の移動等円滑化基準や東京都
福祉のまちづくり条例の整備基準に基づき実施され、高齢者や障害者等が安全・安心に
利用できる環境が確保されています。一方、一定の基準は満たされた施設でも、設備の配
置や人の動線によっては利用者にとって使いづらくなってしまっている例も見受けられま
す。
そこで、整備を行う際には、「大田区ユニバーサルデザインのまちづくり基本方針」で示

したまちづくりの考え方を踏まえ、利用者の視点に立った整備を図るとともに、「どこでも、
誰でも、自由に、使いやすく」を基本とした「ユニバーサルデザイン」の考え方を反映さ
せていくこととします。

●スパイラルアップにより継続的に改善していきます

「大田区移動等円滑化推進協議会」により、移動等円滑化促進地区や重点整備地区
における取り組みの進捗状況を管理します。
また、区民の参加により実際の取組成果を確認し、利用者のニーズに充分に対応した
整備内容になっているかどうかの検証を行います。
その結果を踏まえるとともに、バリアフリーに関する新たな技術開発や先進事例、国・
東京都・他自治体の動向等にも留意し、本方針及び移動等円滑化推進計画の見直しや
改善を行います。
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（３）一人ひとりが移動等円滑化の環境づくりを支えるために

●心のバリアフリーなど、区民の協力による取り組みを進めます

大田区では、「おおた未来プラン10年」等において心のバリアフリーを推進することと
しています。
そこで、区民一人ひとりが高齢者や障害者等の移動及び施設の利用を妨げず、必要に
応じて手助けするなど円滑な移動及び施設の利用の確保に積極的に協力することとし
ます。

●事業者等によるソフト的な取り組みを促進します

障害者等が公共交通に乗る際の適切なサポートや、親切な声かけへの要望が多く挙げ
られています。また、車両や施設については経路を確保するだけでなく、コミュニケーショ
ンを図りづらい聴覚障害者、知的障害者、発達障害者及び精神障害者と円滑に意思疎通
を図り、利用しやすくするための工夫が求められています。
そこで、公共交通事業者等についても、バリアフリー法の移動等円滑化の促進に関する
基本方針に準じ、高齢者や障害者等の接遇等に係る教育訓練の充実や、コミュニケーシ
ョンツールの導入に努めるよう働きかけていきます。特に「移動等円滑化促進地区」や「重
点整備地区」においては、この取り組みをさらに推進します。
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４  移動等円滑化促進地区の指定

4-1 移動等円滑化促進地区の要件
移動等円滑化促進地区の要件は、バリアフリー法において、次の①～③のように定め

られています。
①生活関連施設※１があり、かつ、それらの間の移動が通常徒歩で行われる地区
 ・	原則、生活関連施設のうち旅客施設または特別特定建築物※２に該当するものがおお
むね３以上あること。

 ・	それらの間の移動が通常徒歩で行われる地区とは、生活関連施設が徒歩圏内に集積
している地区で、面積約400ha（2km×2km）未満の地区であること。
②生活関連施設及び生活関連経路※３についてバリアフリー化の促進が特に必要な地区
 ・	高齢者、障害者等の移動や施設利用の状況、土地利用や諸機能の集積実態と将来の
方向性等の観点から総合的に判断し、一体的なバリアフリー化の促進が特に必要な地
区であること。
③総合的な都市機能の増進を図る上で有効かつ適切な地区
 ・	高齢者、障害者等に交流と社会参加の機会を提供する機能、消費生活の場を提供する
機能、勤労の場を提供する機能など、様々な都市機能の増進を図る上で、バリアフリー
化を促進することが有効かつ適切であると認められる地区であること。

※１　生活関連施設　：	高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用す
る旅客施設、官公庁施設、福祉施設、文化施設、病院、商業施
設など

※２　特別特定建築物：	不特定多数の人が利用する官公庁施設、病院、商業施設や
主として高齢者、障害者等が利用する福祉施設など

※３　生活関連経路　：	生活関連施設相互間の経路
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4-2 移動等円滑化促進地区の候補地区の選定
（１）移動等円滑化促進地区の候補地区選定の基本的な考え方

移動等円滑化促進方針の計画期間は概ね10年後と設定しており、効率的かつ効果的
なバリアフリー化の推進が望まれることから、移動等円滑化促進地区は、多くの人が集ま
る一定の範囲で整備の優先度が高い地区を指定することとします。
そのため、前ページの要件も踏まえ、多くの人が集まる鉄道駅を中心とする地区（駅を
中心とする500m圏内）を対象に、バリアフリー化の優先順位を評価し、その結果より、移
動等円滑化促進地区の候補地区を選定します。
なお、現在すでに重点整備地区に指定されている３地区（蒲田駅周辺地区、大森駅周

辺地区、さぽーとぴあ周辺地区）については、引き続きバリアフリー化を推進するため、移
動等円滑化促進地区に指定することとし、評価の対象外とします。

（２）バリアフリー化の優先順位の評価

①評価指標の設定
バリアフリー化の優先順位は、客観的な評価項目を設定し、それらをあらわす指標を
用いて評価します。

表　バリアフリー化の優先順位を検証するための評価項目と指標

19 

４-２ 移動等円滑化促進地区の候補地区の選定  

（１）移動等円滑化促進地区の候補地区選定の基本的な考え方  

移動等円滑化促進方針の計画期間は概ね 10 年後と設定しており、効率的かつ効果
的なバリアフリー化の推進が望まれることから、移動等円滑化促進地区は、多くの人
が集まる一定の範囲で整備の優先度が高い地区を指定することとします。 

そのため、前ページの要件も踏まえ、多くの人が集まる鉄道駅を中心とする地区（駅
を中心とする 500m圏内）を対象に、バリアフリー化の優先順位を評価し、その結果
より、移動等円滑化促進地区の候補地区を選定します。 

なお、現在すでに重点整備地区に指定されている３地区（蒲田駅周辺地区、大森駅
周辺地区、さぽーとぴあ周辺地区）については、引き続きバリアフリー化を推進する
ため、移動等円滑化促進地区に指定することとし、評価の対象外とします。 

 

（２）バリアフリー化の優先順位の評価  

① 評価指標の設定  

バリアフリー化の優先順位は、客観的な評価項目を設定し、それらをあらわす指標
を用いて評価します。 

表 バリアフリー化の優先順位を検証するための評価項目と指標 

評価項目 評価の考え方 評価指標 

駅の利用者数 
駅利用者数の多い地区を
優先する 

駅の乗降人員 

地区内の施設数 
（前ページの要件①） 

施設が多く立地している
地区を優先する 

駅を中心とする 500m 圏内
の施設数 

駅のバリアフリー化状況 
（前ページの要件②） 

駅のバリアフリー化整備
が必要な地区を優先する 

駅のバリアフリールートの確
保及び多機能トイレの設置の
有無 

まちづくりにおける地区の
位置づけ 
（前ページの要件③） 

まちづくりの優先度が高
い地区を優先する 

都市計画マスタープラン等に
おける拠点の位置づけ 
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②駅の利用者数
駅の利用者数の評価は、下表に示すとおりです。

表　駅の利用者数による評価

20 

② 駅の利用者数  

駅の利用者数の評価は、下表に示すとおりです。 

表 駅の利用者数による評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

路線 駅 乗降人員
（人/日） 指数化 ランク分け

都営地下鉄 西馬込 48,687 94 A
馬込 28,981 56 B

東急電鉄 田園調布 36,902 71 A
多摩川 22,368 43 B
沼部 11,058 21 C
鵜の木 20,162 39 C
下丸子 36,883 71 A
武蔵新田 26,788 52 B
矢口渡 25,908 50 B
蓮沼 8,597 17 C
池上 36,929 71 A
千鳥町 16,483 32 C
久が原 16,637 32 C
御嶽山 27,422 53 B
雪が谷大塚 25,649 49 B
石川台 15,525 30 C
洗足池 19,202 37 C
長原 16,124 31 C
北千束 7,225 14 C
大岡山 51,937 100 A

京急電鉄 平和島 48,608 94 A
大森町 22,276 43 B
梅屋敷 16,438 32 C
雑色 31,941 61 B
六郷土手 16,470 32 C
糀谷 27,990 54 B
大鳥居 30,345 58 B
穴守稲荷 18,878 36 C
天空橋 33,615 65 B
羽田空港第3ターミナル 39,097 75 A
羽田空港第1･第2ターミナル 154,513 298 A

東京モノレール 流通センター 20,225 39 C
昭和島 6,488 12 C
整備場 2,601 5 C
新整備場 4,910 9 C

※駅の乗降人員は、平成30年度の駅別乗降人員（大田区資料）による

※駅の乗降人員の指数化は、大岡山駅の値を100として他を指数化
※ランク分けは、Ａが70～、Ｂが40～69、Ｃが1～39とする

※乗り換え駅（天空橋、羽田空港第3ターミナル、羽田空港第1･第2ターミナル）
　は、合計した値である
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③地区内の施設数
地区内の施設数の評価は、下表に示すとおりです。

表　地区内の施設数による評価
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③ 地区内の施設数  

地区内の施設数の評価は、下表に示すとおりです。 

表 地区内の施設数による評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

路線 駅 施設数
（件） 指数化 ランク分け

都営地下鉄 西馬込 8 42 B
馬込 7 37 C

東急電鉄 田園調布 7 37 C
多摩川 5 26 C
沼部 4 21 C
鵜の木 6 32 C
下丸子 10 53 B
武蔵新田 11 58 B
矢口渡 8 42 B
蓮沼 16 84 A
池上 10 53 B
千鳥町 5 26 C
久が原 6 32 C
御嶽山 5 26 C
雪が谷大塚 8 42 B
石川台 5 26 C
洗足池 9 47 B
長原 3 16 C
北千束 6 32 C
大岡山 3 16 C

京急電鉄 平和島 16 84 A
大森町 11 58 B
梅屋敷 9 47 B
雑色 13 68 B
六郷土手 2 11 C
糀谷 10 53 B
大鳥居 19 100 A
穴守稲荷 9 47 B
天空橋 0 0 －
羽田空港第3ターミナル 1 5 C
羽田空港第1･第2ターミナル 1 5 C

東京モノレール 流通センター 1 5 C
昭和島 1 5 C
整備場 1 5 C
新整備場 0 0 －

※施設数は、駅を中心とする500ｍ圏内に立地している公共・公益施設（官公庁施
　設、郵便局等）、福祉・医療施設（高齢者福祉施設、障害者福祉施設、病院
　等）、文化・教養施設（図書館、区民センター、文化センター等）、教育施設
　（区立小・中学校）、スポーツ施設（体育館等）、商業施設（店舗面積500㎡
　以上の小売店）、公園（近隣公園、地区公園、総合公園、運動公園）の数による
※施設数の指数化は、大鳥居駅の値を100として他を指数化
※ランク分けは、Ａが70～、Ｂが40～69、Ｃが1～39とする
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④駅のバリアフリー化状況
駅のバリアフリー化状況の評価は、下表に示すとおりです。

表　駅のバリアフリー化状況による評価
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④ 駅のバリアフリー化状況  

駅のバリアフリー化状況の評価は、下表に示すとおりです。 

表 駅のバリアフリー化状況による評価  

ホーム～改札口 改札口～出入口

都営地下鉄 西馬込 ○ ○ ○ －
馬込 ○ ○ ○ －

東急電鉄 田園調布 ○ ○ ○ －
多摩川 ○ ○ ○ －
沼部 ○ ○ ○ －
鵜の木 ○ ○ ○ －
下丸子 ○ ○ ○ －
武蔵新田 ○ ○ ○ －
矢口渡 ○ ○ ○ －
蓮沼 ○ ○ ○ －
池上 ○ ○ ○ －
千鳥町 ○ ○ ○ －
久が原 ○ ○ ○ －
御嶽山 ○ ○ ○ －
雪が谷大塚 ○ ○ ○ －
石川台 ○ ○ ○ －
洗足池 ○ ○ ○ －
長原 ○ ○ ○ －
北千束 ○ ○ ○ －
大岡山 ○ ○ ○ －

京急電鉄 平和島 ○ ○ ○ －
大森町 ○ ○ ○ －
梅屋敷 ○ ○ ○ －
雑色 ○ ○ ○ －
六郷土手 ○ ○ ○ －
糀谷 ○ ○ ○ －
大鳥居 ○ ○ ○ －
穴守稲荷 ○ ○ ○ －
天空橋 ○ ○ ○ －
羽田空港第3ターミナル ○ ○ ○ －
羽田空港第1･第2ターミナル ○ ○ ○ －

東京モノレール 流通センター ○ ○ ○ －
昭和島 ✕ ○ ✕ B
整備場 ✕ ○ ✕ B
天空橋 ✕ ○ ○ C
羽田空港第3ターミナル ○ ○ ○ －
新整備場 ✕ ✕ ○ B
羽田空港第1ターミナル ○ ○ ○ －
羽田空港第2ターミナル ○ ○ ○ －

※バリアフリールートの確保及び多機能トイレの設置の有無は、各鉄道事業者のホームページによる
※ランク分けは、Ａが✕３つ、Ｂが✕２つ、Ｃが✕１つとする

多機能トイレの
設置の有無

ランク
分け駅路線

バリアフリールートの確保の有無
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⑤まちづくりにおける地区の位置づけ
まちづくりにおける地区の位置づけの評価は、下表に示すとおりです。

表　まちづくりにおける地区の位置づけによる評価
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⑤ まちづくりにおける地区の位置づけ  

まちづくりにおける地区の位置づけの評価は、下表に示すとおりです。 

表 まちづくりにおける地区の位置づけによる評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

路線 駅 都市計画マスタープラン等
における拠点の位置づけ ランク分け

都営地下鉄 西馬込 地域のまちづくり拠点 A
馬込 地区の生活拠点 B

東急電鉄 田園調布 地域のまちづくり拠点 A
多摩川 地域のまちづくり拠点 A
沼部 地区の生活拠点 B
鵜の木 地区の生活拠点 B
下丸子 地域のまちづくり拠点 A
武蔵新田 地区の生活拠点 B
矢口渡 地区の生活拠点 B
蓮沼 地区の生活拠点 B
池上 地域のまちづくり拠点 A
千鳥町 地区の生活拠点 B
久が原 地区の生活拠点 B
御嶽山 地区の生活拠点 B
雪が谷大塚 地域のまちづくり拠点 A
石川台 地区の生活拠点 B
洗足池 地域のまちづくり拠点 A
長原 地区の生活拠点 B
北千束 地区の生活拠点 B
大岡山 地域のまちづくり拠点 A

京急電鉄 平和島 地域のまちづくり拠点 A
大森町 地区の生活拠点 B
梅屋敷 地区の生活拠点 B
雑色 地域のまちづくり拠点 A
六郷土手 地区の生活拠点 B
糀谷 地域のまちづくり拠点 A
大鳥居 地区の生活拠点 B
穴守稲荷 地域のまちづくり拠点 A
天空橋 中心拠点 A
羽田空港第3ターミナル 中心拠点 A
羽田空港第1･第2ターミナル － C

東京モノレール 流通センター － C
昭和島 － C
整備場 － C
新整備場 － C

※拠点の位置づけは、「大田区都市計画マスタープラン」及び「おおた都市づくり
　ビジョン」による
※ランク分けは、Ａが中心拠点及び地域のまちづくり拠点、Ｂが地区の生活拠点、
　Ｃが拠点でない地区とする
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（３）移動等円滑化促進地区の候補地区の選定結果
各項目の評価より、Ａを３点、Ｂを２点、Ｃを１点として合計点数を算出し、総合評価とし

ます。その総合評価により、合計点数が多い上位４地区を移動等円滑化促進地区の候補
地区として選定します。

	 ●西馬込駅周辺地区			   ●下丸子駅周辺地区
	 ●池上駅周辺地区			   ●平和島駅周辺地区

表　各項目の評価と合計点数
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（３）移動等円滑化促進地区の候補地区の選定結果  

各項目の評価より、Ａを３点、Ｂを２点、Ｃを１点として合計点数を算出し、総合
評価とします。その総合評価により、合計点数が多い上位４地区を移動等円滑化促進
地区の候補地区として選定します。 

●西馬込駅周辺地区 ●下丸子駅周辺地区 

●池上駅周辺地区 ●平和島駅周辺地区 

表 各項目の評価と合計点数 

  

駅 駅の利用者数 地区内の施設数 駅のバリアフリー化
状況

まちづくりにおける
地区の位置づけ 合計点数

西馬込 A B － A 8
馬込 B C － B 5
田園調布 A C － A 7
多摩川 B C － A 6
沼部 C C － B 4
鵜の木 C C － B 4
下丸子 A B － A 8
武蔵新田 B B － B 6
矢口渡 B B － B 6
蓮沼 C A － B 6
池上 A B － A 8
千鳥町 C C － B 4
久が原 C C － B 4
御嶽山 B C － B 5
雪が谷大塚 B B － A 7
石川台 C C － B 4
洗足池 C B － A 6
長原 C C － B 4
北千束 C C － B 4
大岡山 A C － A 7
平和島 A A － A 9
大森町 B B － B 6
梅屋敷 C B － B 5
雑色 B B － A 7
六郷土手 C C － B 4
糀谷 B B － A 7
大鳥居 B A － B 7
穴守稲荷 C B － A 6
天空橋 B － C A 6
羽田空港第3ターミナル A C － A 7
羽田空港第1･第2ターミナル A C － C 5
流通センター C C － C 3
昭和島 C C B C 5
整備場 C C B C 5
新整備場 C － B C 4

※点数は、Ａが３点、Ｂが２点、Ｃが１点とする
※天空橋の駅のバリアフリー化状況の評価は、東京モノレール天空橋駅の評価による
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（４）移動等円滑化促進地区の候補地区の概要
移動等円滑化促進地区の候補地区の概要は、以下のとおりです。

①西馬込駅周辺地区

施設の分布状況

まちづくりの動向等

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺
2,500分の1地形図を利用して作成したものである。
（承認番号）31都市基交著第290号

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺
2,500分の1地形図を利用して作成したものである。
（承認番号）31都市基交著第290号

公共・公益施設
福祉・医療施設
文化・教養施設
教育施設
スポーツ施設
商業施設
公園

生活関連施設の候補施設

西馬込駅

ライフコミュニティ西馬込ライフコミュニティ西馬込

熊谷恒子記念館熊谷恒子記念館

馬込区民センター
馬込区民センター高齢者施設
上池台障害者福祉会館馬込分場

馬込区民センター
馬込区民センター高齢者施設
上池台障害者福祉会館馬込分場

大田区立郷土博物館大田区立郷土博物館

馬込中学校馬込中学校
梅田小学校梅田小学校

まちづくりの
動向 ○公共施設適正配置の検討

区の施策等 
(継続中) 

○まいせん地区（馬込・池上・洗足池）の連携による観光振興
○馬込文士村への誘導・ＰＲの強化

出典：おおた都市づくりビジョン 
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まちづくりの動向等

②下丸子駅周辺地区

施設の分布状況

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺
2,500分の1地形図を利用して作成したものである。
（承認番号）31都市基交著第290号

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺
2,500分の1地形図を利用して作成したものである。
（承認番号）31都市基交著第290号

公共・公益施設
福祉・医療施設
文化・教養施設
教育施設
スポーツ施設
商業施設
公園

生活関連施設の候補施設

下丸子駅

千鳥町駅

鵜の木駅

武蔵新田駅

下丸子2号踏切下丸子2号踏切

下丸子１号踏切下丸子１号踏切

鵜の木３号踏切鵜の木３号踏切

矢口西小学校矢口西小学校

大田区民プラザ大田区民プラザ

目蒲病院目蒲病院

西友下丸子店西友下丸子店
オリンピック
下丸子店
オリンピック
下丸子店

鵜の木特別出張所鵜の木特別出張所

東京法務局
城南出張所
東京法務局
城南出張所

サミットストア
大田千鳥町店
サミットストア
大田千鳥町店

こども発達支援センター
わかばの家

こども発達支援センター
わかばの家

下丸子公園下丸子公園

まちづくりの
動向 

区の施策等 
(継続中) ○新空港線整備の促進

○新空港線の整備に合わせて、駅周辺基盤整備の必要性が高まる
（駅舎の改良、道路・駅前広場の整備、踏切の解消、駅周辺のまちづくり） 
○補助第 28号線の整備促進（第四次事業化計画優先整備路線として選定） 
○踏切道改良促進法に基づく改良すべき踏切道として、下丸子１号、２号、
鵜の木３号が指定された

出典：おおた都市づくりビジョン
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まちづくりの動向等

③池上駅周辺地区

施設の分布状況

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺
2,500分の1地形図を利用して作成したものである。
（承認番号）31都市基交著第290号

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺
2,500分の1地形図を利用して作成したものである。
（承認番号）31都市基交著第290号

公共・公益施設
福祉・医療施設
文化・教養施設
教育施設
スポーツ施設
商業施設
公園

生活関連施設の候補施設

池上駅

蓮沼中学校蓮沼中学校

徳持小学校徳持小学校

地域包括支援センター徳持地域包括支援センター徳持

池上老人いこいの家池上老人いこいの家

池上図書館
(移転予定)
池上図書館
(移転予定)

池上文化センター池上文化センター

池上警察署池上警察署

池上総合病院池上総合病院ウエルパーク池上店ウエルパーク池上店

池上小学校池上小学校

まちづくりの
動向  

区の施策等  

○池上地区まちづくり協議会（平成 26年）
○平成 31年３月「池上地区まちづくりグランドデザイン」策定
○池上駅舎改築竣工（令和２年度末予定）

(継続中) 

出典：おおた都市づくりビジョン

○まいせん地区（馬込・池上・洗足池）の連携による観光振興
○公共施設適正配置（図書館等）の検討
○駅周辺基盤整備の検討
○池上本門寺通り商店街（旧参道）の景観整備
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まちづくりの動向等

④平和島駅周辺地区

施設の分布状況

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺
2,500分の1地形図を利用して作成したものである。
（承認番号）31都市基交著第290号

この地図は、東京都知事の承認を受けて、東京都縮尺
2,500分の1地形図を利用して作成したものである。
（承認番号）31都市基交著第290号

公共・公益施設
福祉・医療施設
文化・教養施設
教育施設
スポーツ施設
商業施設
公園

生活関連施設の候補施設

平和島駅

大森第二中学校大森第二中学校

入新井第五小学校入新井第五小学校

大森第五小学校大森第五小学校

開桜小学校開桜小学校
大森東小学校大森東小学校

大森本町高齢者在宅
サービスセンター
大森本町高齢者在宅
サービスセンター

大森スポーツセンター大森スポーツセンター

大森西特別出張所大森西特別出張所

美原文化センター 美原文化センター 

大森東地域センター
大森東地域センター高齢者施設
地域包括支援センター平和島

大森東地域センター
大森東地域センター高齢者施設
地域包括支援センター平和島

大森東図書館大森東図書館

京急ストア平和島店京急ストア平和島店

区民活動支援施設大森
（こらぼ大森） 
区民活動支援施設大森
（こらぼ大森） 

平和の森公園平和の森公園

まちづくりの
動向  ○駅周辺街区における再開発の動き

区の施策等  
(継続中) 

○交通結節機能の再整備検討
○公共交通システムの検討

出典：おおた都市づくりビジョン 
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4-3 移動等円滑化促進地区の指定
面的・一体的なバリアフリー化の推進には、まちづくりとの連携が効率的なことから、
移動等円滑化促進地区は、候補地区の選定結果に加え、各候補地区のまちづくりの動向
等を踏まえて指定します。
前項の各候補地区の概要に示すとおり、池上駅周辺地区は、「池上地区まちづくりグラ

ンドデザイン（平成31年３月）」に基づき、まちづくりの将来像実現に向けた取り組みが
進められています。これを踏まえ、新たに移動等円滑化促進地区に指定し、まちづくりと
連携したバリアフリー化の推進を図ります。
すなわち、移動等円滑化促進地区は、現在すでに重点整備地区に指定されている３地
区に、池上駅周辺地区を加えた以下の4地区を指定します。

	 ●蒲田駅周辺地区			   ●大森駅周辺地区
	 ●さぽーとぴあ周辺地区		  ●池上駅周辺地区
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５  移動等円滑化促進地区における移動等円滑化の方針

5-1 対象地区の設定
移動等円滑化促進地区における、生活関連施設及び生活関連経路の設定、移動等円
滑化促進地区に指定する具体的な範囲（区域の設定）は、以下のとおりです。

（１）生活関連施設の設定
生活関連施設は、高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客
施設、公共・公益施設及び商業施設等の中から設定する必要があります。
そのため、下表に示す施設を生活関連施設の候補とし、各地区における立地状況を勘
案して、具体的な生活関連施設を設定します。

表　生活関連施設の候補

（２）生活関連経路の設定
生活関連経路は、（１）で設定した生活関連施設相互を結ぶ経路です。
具体的には、歩行者の安全性を高める歩道のある道路を基本として、地区内のネット

ワークを重視しながら、鉄道駅またはバス停からの動線と施設間の移動に配慮した動線
を設定します。

（３）移動等円滑化促進地区の区域の設定
移動等円滑化促進地区の区域は、各地区の鉄道駅またはさぽーとぴあを中心とした
徒歩圏内（500m～1kmの範囲）とし、生活関連施設及び生活関連経路を含む範囲を設
定します。

30 

５．移動等円滑化促進地区における移動等円滑化の方針

５-１ 対象地区の設定

移動等円滑化促進地区における、生活関連施設及び生活関連経路の設定、移動等円
滑化促進地区に指定する具体的な範囲（区域の設定）は、以下のとおりです。 

（１）生活関連施設の設定

生活関連施設は、高齢者、障害者等が日常生活又は社会生活において利用する旅客
施設、公共・公益施設及び商業施設等の中から設定する必要があります。 

そのため、下表に示す施設を生活関連施設の候補とし、各地区における立地状況を
勘案して、具体的な生活関連施設を設定します。 

表 生活関連施設の候補 

種類 対象範囲 

公共交通 旅客施設 一日平均 3,000 人以上の乗降がある鉄道駅 

公共・公益施設 官公庁施設、郵便局等 

福祉・医療施設 高齢者福祉施設、障害者福祉施設、病院等 

建築物 
文化・教養施設 図書館、区民センター、文化センター等 

教育施設 区立小学校、区立中学校 

スポーツ施設 体育館等 

商業施設 店舗面積 500m2以上の小売店 

公園 公園 近隣公園、地区公園、総合公園、運動公園 

（２）生活関連経路の設定

生活関連経路は、（１）で設定した生活関連施設相互を結ぶ経路です。

具体的には、歩行者の安全性を高める歩道のある道路を基本として、地区内のネッ
トワークを重視しながら、鉄道駅またはバス停からの動線と施設間の移動に配慮した
動線を設定します。

（３）移動等円滑化促進地区の区域の設定

移動等円滑化促進地区の区域は、各地区の鉄道駅またはさぽーとぴあを中心とした
徒歩圏内（500m～1kmの範囲）とし、生活関連施設及び生活関連経路を含む範囲を
設定します。
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図　移動等円滑化促進地区・蒲田駅周辺地区
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図　移動等円滑化促進地区・大森駅周辺地区
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図　移動等円滑化促進地区・さぽーとぴあ周辺地区
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図　移動等円滑化促進地区・池上駅周辺地区
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5-2 移動等円滑化の取り組みの基本方針
対象地区における移動等円滑化の取り組みの基本方針は、以下のとおりです。

（１）地区全体の方針

（２）施設別の方針

①公共交通

②道路等

○高齢者、障害者をはじめ妊娠中の人、乳幼児連れの人及び病気やけがをしている人など、
誰もが移動しやすく、利用しやすいまちの実現を目指します。

○日常生活に欠かせない、多くの区民が利用する公共交通、道路及び建築物などを対象に連
続的・面的なバリアフリー化を推進します。

○多くの区民が利用する施設、高齢者、障害者等が利用する施設、災害時に避難所や避難場
所となる学校や公園などのバリアフリー化を進めます。

○駅やバス停から上記の各施設へ至る経路と、上記の各施設同士を結ぶ経路をバリアフリー
化し、回遊性に配慮した歩行空間のバリアフリーネットワークを形成します。

○駅やバス乗り場などをバリアフリー化し、交通結節機能の向上を図ります。

○駅では、高齢者、障害者等の利用の実態を踏まえ、施設や設備等のさらなる安全性及び利
便性の向上に努めます。

○駅では、プラットホームから主要な出入口（線路を挟んで両側に出入口がある駅では、それ
ぞれの出入口）まで、バリアフリー化された経路を確保します。

○駅のプラットホームでは、円滑な乗降のため列車との段差及び隙間をできる限り小さくする
とともに、ホームドアの設置等による転落防止を図ります。

○バス車両及びバス乗り場のバリアフリー化を進めます。

○歩道は、高齢者、障害者等が安全で快適に移動できる構造とします。

○視覚障害者が安全かつ円滑に移動できるように、動線を考慮して、視覚障害者誘導用ブロ
ックを設置します。

○車椅子使用者やベビーカー使用者がバスに円滑に乗降できるように、バス事業者と連携し
て、バス停付近の歩道等の整備を進めます。

○視覚障害者誘導用ブロックの設置と併せて、横断歩道にバリアフリー対応信号機やエスコ
ートゾーンを設置します。
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③建築物

④ソフト面の取り組み

○高齢者、障害者等が安全かつ円滑に目的の施設を利用できるように、道路から施設内まで
のバリアフリー化された経路を連続的に確保するとともに、その経路の適切な管理を行い
ます。

○施設内においては、高齢者、障害者等が円滑に水平・垂直移動できるように努めるとともに、
移動を支援する案内情報をわかりやすく提供します。

○トイレの設置にあたっては、建築物の用途及び規模に応じて、車椅子使用者用トイレ、オスト
メイト対応トイレ、ベビーチェアやベビーベッドの設置されたトイレ、大型ベッドの設置され
たトイレ、異性介助等に配慮した男女共用トイレなど、多様な利用者のニーズに配慮します。

○高齢者、障害者等が利用しやすい施設及び設備を整備します。

○歩道の機能を十分に維持・保全するため、自転車の駐車、看板・商品等の歩道上の障害物
の排除など、適切な管理を行います。

○横断歩道やバス停留所付近における違法駐車車両の指導・取締りを強化します。

○自転車駐車場の収容台数の拡充を図るとともに、放置自転車の撤去を進めます。また、自
転車利用に関するルールの周知とマナーの向上を図ります。

○高齢者、障害者等に対する適切な対応や必要な介助を行うための知識と技術の向上を図
るため、交通事業者及び施設等職員の研修・教育の充実を図ります。
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5-3 交通結節点における施設間の連携（届出制度）
（１）届出制度の概要

駅や駅前広場等の交通結節点では、施設管理者が異なる施設間であっても、移動の連
続性を確保することが重要です。
このため、バリアフリー法では、施設間の移動の連続性を担保することを目的として、
移動等円滑化促進地区内の駅と道路の境目等において改修等を行う場合、当該行為に
着手する30日前までに区に届け出ることが必要です。
区は、届出のあった行為がバリアフリー化を図る上で支障があると認めるときは、行為

の変更等の必要な措置を要請することができます。

図　届出制度の流れ

（２）届出制度の対象の指定
届出制度の対象となる駅及び道路は、下表に示すとおりです。

表　届出制度の対象
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５-３ 交通結節点における施設間の連携（届出制度）

（１）届出制度の概要

駅や駅前広場等の交通結節点では、施設管理者が異なる施設間であっても、移動の
連続性を確保することが重要です。 

このため、バリアフリー法では、施設間の移動の連続性を担保することを目的とし
て、移動等円滑化促進地区内の駅と道路の境目等において改修等を行う場合、当該行
為に着手する 30日前までに区に届け出ることが必要です。 

区は、届出のあった行為がバリアフリー化を図る上で支障があると認めるときは、
行為の変更等の必要な措置を要請することができます。 

図 届出制度の流れ 

（２）届出制度の対象の指定

届出制度の対象となる駅及び道路は、下表に示すとおりです。

表 届出制度の対象 

地区名 旅客施設 道路 届出の範囲 

蒲田駅周辺地区 

ＪＲ蒲田駅 
東口駅前広場 駅と駅前広場との接続部分 
西口駅前広場 駅と駅前広場との接続部分 
― 東急線との乗り換え経路 

東急蒲田駅 
西口駅前広場 駅と駅前広場との接続部分 
認定外道路 8-46 号線 駅と道路との接続部分 
― ＪＲ線との乗り換え経路 

京急蒲田駅 
国道 15号 駅と道路との接続部分 
京急蒲田駅西口駅前広場 駅と駅前広場との接続部分 

蓮沼駅 多摩堤通り 駅と道路との接続部分 
梅屋敷駅 区道主要第 78号線 駅と道路との接続部分 

大森駅周辺地区 
ＪＲ大森駅 

池上通り 駅と道路との接続部分 
東口駅前広場 駅と駅前広場との接続部分 

大森海岸駅 大森海岸通り 駅と道路との接続部分 
池上駅周辺地区 池上駅 区道主要第 34号線 駅と道路との接続部分 

改
修
等
の
計
画

届

出
必
要
な
措

置
の
要
請

工
事
着
手

計
画
の
変
更

支障なし 

支障あり 

工事着手の 30日前まで
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【参考：届出を要する対象の範囲】
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【参考：届出を要する対象の範囲】 

出典：「移動等円滑化促進方針・バリアフリー基本構想作成に関するガイドライン」 
（平成 31 年 3 月、国土交通省総合政策局安心生活政策課）

出典 ： 「移動等円滑化促進方針・バリアフリー基本構想作成に関するガイドライン」
	 （平成 31 年 3 月、国土交通省総合政策局安心生活政策課）
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６  移動等円滑化の推進に向けた今後の取り組み
大田区における移動等円滑化の推進に向けた、本方針策定後の今後の取り組みにつ

いて示します。

（１）関係者との連携・協力
移動等円滑化を効果的に進めるためには、国・東京都・交通事業者・施設管理者等の
関係者と、本方針の内容を共有し、連携・協力を図りながら進めていくことが必要です。
そのため、今後も「大田区移動等円滑化推進協議会」を継続し、関係者間で情報交
換を行いつつ、計画的に移動等円滑化を推進します。

（２）移動等円滑化推進計画の見直し・策定
本方針では、移動等円滑化促進地区を定め、各地区の移動等円滑化の方針を示しまし

た。これに基づき具体的な整備を推進していくためには、バリアフリー基本構想（移動等
円滑化推進計画）の策定が必要です。
特に、蒲田駅周辺地区、大森駅周辺地区、さぽーとぴあ周辺地区の３地区については、
過年度に策定された移動等円滑化推進計画が令和２年度に計画の目標年次を迎えるた
め、今後の取り組みについて検討します。
また、池上駅周辺地区については、「池上地区まちづくりグランドデザイン」に基づき進
められているまちづくりの動向を捉えながら、重点整備地区への指定及びバリアフリー基
本構想（移動等円滑化推進計画）の策定について今後検討します。

（３）移動等円滑化促進方針の評価・見直し
バリアフリー法では、移動等円滑化促進方針を策定した場合、概ね５年毎に、移動等円
滑化促進地区における取り組みの状況についての調査、分析及び評価を行うよう努める
とともに、必要に応じて移動等円滑化促進方針の見直しを行うものと定められています。
これを踏まえ、継続的に「大田区移動等円滑化推進協議会」を開催し、本方針を実現
するための進行管理や調整等を行い、着実に移動等円滑化を推進します。


